
九州ルーテル学院大学公的研究費等に関する運営及び管理に関する規程 
 

（目的） 
第１条 この規程は、九州ルーテル学院大学における公的研究費の管理・監査方針(以下「基本方針」と  

いう。)に基づき、九州ルーテル学院大学（以下「本学」という。)における公的研究費等(以下「公的 
研究費等」という。)に関する適正な運営及び管理並びに不正防止を図ることを目的とする。 
（適用範囲） 

第２条 公的研究費等の運営及び管理については、他の関係法令又はこれらに基づく特別の定めのほか 
この規程によるものとする。 
（定義） 

第３条 この規程において「公的研究費等」とは、次に掲げるものをいう。 
(1) 研究者が自主的に研究テーマを設定して研究費を申請し、資金配分機関の審査を経て研究費が助 
成される補助金 

(2) 資金配分機関が特定の研究課題を示し、それに沿った研究を行う研究者又は研究グループを募り 
資金配分機関の審査を経て採択され、資金配分機関と採択された研究者の所属機関の間で委託契約  
が結ばれる委託費 

(3) 前２号のほか、個人研究費、学内研究活動補助金等の本学が支給する公的研究費 
２ この規程において「直接経費」とは、公的研究費等の事業の遂行に必要な経費及び研究成果の取り 

まとめに必要な経費をいう。 
３ この規程において「間接経費」とは、公的研究費等の補助事業の実施に伴う研究機関の管理等に必 

要な経費をいう。 
４ この規程において「研究者」とは、本学において教育研究に携わる者をいう。 

（責任と権限） 
第４条 本学の公的研究費等を適正に運営及び管理するため、最高管理責任者及び統括管理責任者並び  

にコンプライアンス推進責任者及びコンプライアンス副推進責任者を置く。 
(1) 最高管理責任者は、学長をもって充てる。 
(2) 統括管理責任者は、事務局長をもって充てる。 
(3) コンプラアンス推進責任者（以下「推進責任者」という。）は、事務部長をもって充てる。 

 (4) コンプライアンス副推進責任者（以下「副推進責任者」という。）は、大学事務部総務課長をも 
って充てる。 

２ 最高管理責任者は、公的研究費等の運営及び管理について基本方針及び研究費不正防止計画（以下 
「基本方針等」という。）を策定し、最終責任を負う。 

３ 最高管理責任者は、前項の基本方針等の策定にあたっては、理事会の意見を聴くとともに、その実 
施状況、効果等について適宜に理事等と意見交換を行うものとする。 

４ 最高管理責任者は、公的研究費等の不正防止等（以下「不正防止等」という。）に係る意識の教職員 
等への浸透及び教職員等の当該意識の向上を図る活動（以下「啓発活動」という。）を定期的に行わな 
ければならない。 

５ 統括管理責任者は、最高管理責任者を補佐し、基本方針等に基づき、不正防止等の対策並びにコン 
プライアンス教育及び啓発活動の計画を策定し、その実施状況を研究費不正防止推進委員長及び最高 
管理責任者に報告する。 

６ 推進責任者は、コンプライアンス教育等の具体策を実施し、統括管理責任者に報告するとともに、 
第６条に定める事務処理担当部署における公的研究費等の運営・管理について責任と権限を持ち、構 
成員が適切に管理・執行を行っているか等をモニタリングし、必要に応じて指導する。 

７ 副推進責任者は、推進責任者の指示の下、コンプライアンス教育等を実施し、その実施状況を確認 
するとともに、推進責任者に報告を行う。 

８ 研究者は、研究者個人の発案で提案され採択された研究課題といえども、資金配分を受けた研究費 
は公的資金（税金）で賄われているという意識を常に持ち、本学による機関管理が必要であるという 



原則を認知し、その原則の下で研究を遂行する責務を負う。  
９ 担当の職員は、公的資金（税金）の適正な執行を確保しつつ、効率的な研究遂行を支援することを  

目指した事務を担う立場にあるとの認識を持ち、事務処理を遂行する責務を負う。 
（適正な運営・管理の基盤となる環境の整備） 

第５条 最高管理責任者は、公的研究費等の不正な使用が行われる可能性が常にあるという前提の下で 
不正な使用を誘発する要因を除去し、十分な抑止機能を備えた環境・体制の構築を図らなくてはなら 
ない。 
（事務処理） 

第６条 公的研究費等の運営・管理に関する事務処理は、大学事務部総務課研究・地域連携推進室（以 
下「研究・地域連携推進室」という。）が担当する。 

２ 法人事務局経理課（以下「経理課」という。）は、公的研究費等の預金通帳を保管し、公的研究費等 
ごとの会計元帳を管理する。 

 （誓約書） 
第６条の２ 公的研究費の運営・管理に関わる者は、大学の規則等を遵守し、不正を行わないこと、及 

び規則等に違反して不正を行ったときは大学や配分機関の処分及び法的な責任を負担する旨の誓約

書を最高管理責任者に提出するものとする。 
２ 第１０条に定める研究費不正防止委員会は、特に取引実績が大きい、又は特命発注が多い業者に対  

しては、大学の規則等を遵守し不正に関与しないこと、内部監査その他調査等に協力すること、不正 
が認められたときは取引停止を含むいかなる処分が講じられても異議がないこと、及び研究者から不 
正行為の依頼等があったときは通報する旨の誓約書を最高管理責任者に提出するよう求めることと 
する。 
（経費の管理） 

第７条 公的研究費等による物品又はサービスの購入は、以下の原則による。 
(1) すべての物品購入及び支払いについては、学院経理規程のルールに従い、事前に出金購入伺を予 
算管理者に提出し、事務部長の承認を得るものとする。 

(2) 発注は事務部門が行う。ただし、１件５万円未満の備品は研究者による発注を認める。 
(3) 購入したすべての物品については、発注した当事者以外の事務職員による検収を確実に行うこと 
とする。この場合において、既製のデータベース、ソフトウェア、デジタルコンテンツ等について 
は、ライセンスキー又はそれに類するもの、個別開発のデータベース、プログラム、デジタルコン 
テンツ等については、仕様書、契約書、納品書、設計書等をもって検収する。また、成果物がない 
機器の保守・点検等は事前に事務部門に連絡させ、実質的な検収を行うものとする。 

(4) １件２０万円以上の物品の購入やサービスの契約は、相見積りを行う。ただし、購入する物品に 
よって、特定の業者でしか製造されていない等の特殊な理由があり、相見積もりが困難な場合は、 
稟議書により業者選定に関する理由書を提出し、承認が得られればこの限りではない。 

(5) すべての支払いに関して、学院経常経費の支出の場合と同等の証憑書類を保存する。 
２ 公的研究費等による旅費の支出に当たっては、以下の原則による。 

(1) 旅費の支出については、学院の「旅費規程」「海外旅費規程」のルールに従い、事前に「出張許 
可願」を提出し承認を得るものとする。 

(2) 事実確認のため以下の事柄に留意する。 
・航空券の半券等を提出する。 
・学会発表等に参加する場合は、プログラムを添付する。 
・事実関係の検証が可能な出張報告書を作成する。 
・宿泊費は学院「旅費規程」に準ずるが、原則として事実確認のため領収書を提出する。 

３ 公的研究費等による謝金の支出に当たっては、以下の原則による。 
(1) 研究者が本学学生に当該研究課題に係るデータ入力等作業を行わせる場合、時給は学院の非常勤  
教職員給与規程第１２条第３号の規定による。ただし、作業の内容により基準額以上の支払が妥当 
であると研究者が判断し、事前に理由書を提出し、承認が得られた場合は、この限りではない。 



(2) 学生が作業を行う場合は、タイムカード・出勤簿によって管理する。 
(3) 学生への謝金の精算を行う場合は、研究者は事実確認が出来る出勤申告書等を出金購入伺に添え 
て提出する。 

(4) 学外の研究協力者に謝金を支払う場合は、学院経理規程に準じ、事前に出金購入伺を提出し承認 
を得るものとし、支払時に先方より受取りのサインをもらった「領収書」を回収する。 

４ その他、公的研究費等による出金・支払については、学院経理規程に準ずることを原則とし、判断  
に迷う場合は、必ず事前に担当の職員まで申し出ることとする。 

５ 間接経費の取扱いに当たっては、以下の原則による。 
(1) 研究者は、間接経費の交付を受けたときは、学長に譲渡しなければならない。 
(2) 学長は研究者から間接経費の譲渡を受けたときは、直ちに本学の収入として受け入れるものとし、 
その後、学校会計の中で管理する。 

(3) 研究者が交付を受けた間接経費について、当該研究者が他の研究機関に所属することとなる場合 
には、当該他の研究機関が間接経費の譲渡を受け入れないこととしている場合を除き、直接経費の 
残額の 30 パーセントに相当する額の間接経費を当該他の研究機関に送金するものとする。 

（事務処理に関する相談窓口） 
第８条 公的研究費等に係る事務処理手続に関する相談窓口を大学事務部総務課（以下「総務課」とい 

う。）とする。 
（研究費の適正な運営と管理） 

第９条 総務課は、研究者の予算の執行状況を検証し、実態と合ったものになっているか確認を行い、 
その執行状況を定期的に次条の研究費不正防止推進委員会に報告し、問題がある場合には、研究者に 
改善を促す。 
（研究費不正防止推進委員会の設置） 

第１０条 最高管理責任者の下に、研究費不正防止推進委員会（以下「委員会」という。）を置く。 
２ 研究費不正防止推進委員会は、学長、学科長、研究科長、統括管理責任者、推進責任者、副推進責 

任者及び最高管理責任者の選任する者若干人をもって構成し、委員長は学長をもって充てる。 
３ 委員会は、次に掲げる業務を行う。 

(1) 研究費不正防止計画を策定・推進すること。 
(2) 研究者及び事務職員の行動規範の策定等に関すること。 
(3) 公的研究費等の使用状況を監査すること。 
(4) 不正使用の通報を受け付け、調査し、その対処及び再発防止策について最高管理責任者に提言す 
ること。 

(5) その他不正防止計画の推進に当たり必要な事項 
（不正使用の通報） 
第１１条 公的研究費等の不正使用に関する機関内外からの通報窓口を大学事務部総務課長とする。 
２ 前項の通報は、原則として顕名により行われるものとし、被通報者名、不正使用の態様、事案の内  

容が明示され、かつ、不正とする合理的な根拠が示されなければならない。ただし、匿名による通報 
があった場合においても、その内容によっては顕名による通報に準じて取り扱うことができる。 

３ 本学は、悪意に基づく通報であることが判明しない限り、通報したことを理由に通報者に対し、不 
利益な取扱は行わない。 

（不正使用の情報への対応） 
第１２条 教職員は、公的研究費等の不正使用に関する情報に接したときは速やかに研究費不正防止推 

進委員会委員長（以下「委員長」という。）に報告しなければならない。 
２ 委員長は、不正使用に関する機関内外からの通報又は報告（以下「通報等」という。）を受けたとき 

は、速やかに最高管理責任者に報告するとともに、通報内容の合理性を確認し調査の要否を判断しな 
ければならない。 

３ 調査が必要と判断した場合、最高管理責任者は、委員会のもとに次条に定める調査委員会を設置し 
て調査を依頼する。 



４ 調査委員会は、不正の有無及び不正の内容、関与した者及びその関与の程度、不正使用の相当額等 
について調査し、結果を委員会に報告する。 

５ 委員会は、調査結果をもとに、不正発生要因、再発防止策等を含む報告書を最高管理責任者に提出 
する。 

６ 最高管理責任者は、必要に応じて、調査対象となっている者に対し、調査対象の公的研究費等の使 
用停止を命じることがある。 

７ 学院の教職員で不正使用に関わった者は、就業規則に基く懲戒の対象となる。 
 （調査委員会） 
第１２条の２ 調査委員会は、事案に応じて、次の各号に定める委員をもって構成する。 

(1) 最高管理責任者が指名した教職員 若干人 
(2) 最高管理責任者が指名した有識者（法律の知識を有する者を含む。） ２人以上 
(3) 統括管理責任者 
(4) その他最高管理責任者が必要と認めた者 若干人 

２ 委員の半数以上は、外部の有識者で構成しなければならない。 
３ 外部の委員は、大学及び通報者、被通報者と直接の利害関係を有しない者でなければならない。 
 （配分機関への報告と協力） 
第１２条の３ 大学は、公的研究費等の不正使用の疑いが発生したときは、その公的研究費等の配分機 

関に次の各号に掲げる事項について、全面的に協力するものとする。 
(1) 公的研究費等の不正使用の通報等を受けた日、又は報道や会計検査院等の外部機関からの指摘を 
受けた日（以下「受付日」という。）から３０日以内に、当該事案の調査の要否について配分機関に 
報告し、協議する。 

(2) 受付日から２１０日以内に、当該事案に関する最終報告書を配分機関に提出する。期限までに調 
査が完了しない場合であっても、調査の中間報告を配分機関に提出する。 

(3) 調査の過程であっても、不正の事実が一部でも確認されたときは、配分機関に報告する。 
(4) 前３号のほか、配分機関の求めに応じ、調査の終了前であっても、調査の進捗状況報告及び調査 
の中間報告を配分機関に提出する。 

(5) 調査に支障がある等、正当な理由がある場合を除き、当該事案に係る資料の提出又は閲覧、現地 
調査に応じる。 

（不正な業者の排除） 
第１３条 委員会は、公的研究費等の使用に関して不正な取引があったときは、その不正取引に意図的 

に関与した業者を一定期間取引停止に処することができる。 
（不正防止の取組の公表） 

第１４条 最高管理責任者は、公的研究費等の不正への取組に関する機関の方針及び意思決定手続を外 
部に公表するものとする。 
（モニタリング） 

第１５条 統括管理責任者は、コンプライアンス推進責任者を指揮して、公的研究費等の予算使用状況 
についても学院会計に準じてモニタリングするものとする。 

２ 予算使用が当初計画から著しく遅れている場合は、研究計画の遂行に問題がないか確認し、問題が 
あれば改善策を講じるものとする。 
（コンプライアンス教育） 

第１５条の２ 推進責任者は、公的研究費等の使用と管理に関わるすべての構成員に対し、コンプライ 
アンス教育を実施して、受講状況を統括管理責任者に報告するものとする。 

２ 推進責任者は、コンプライアンス教育等の内容について定期的に点検し、必要な見直しを行うもの 
とする。 

３ 推進副責任者は、コンプライアンス教育等を実施し、受講状況等を管理するとともに、責任者へ報 
告するものとする。 
 



 （監事の役割） 
第１５条の３ 監事は、公的研究費等不正防止体制の整備及び運用の状況について、全学的観点から確 

認を行うものとする。 
２ 監事は、前項に定めるもののほか、次に掲げる事項について確認を行うものとする。 
 (1) 推進責任者による公的研究費等の運営及び管理状況のモニタリング並びに次条の内部監査にお 

いて実施する公的研究費等の運営及び管理の執行を監査した結果の研究費不正防止計画への反映 
状況 

 (2) 不正防止等の対策の実施状況 
３ 監事は、前 2 項の規定により確認した事項を常議会等において定期的に報告しなければならない。 

（内部監査） 
第１６条 公的研究費等の内部監査は、委員会が担当する。 
２ 委員会は、公的研究費等の運営及び管理の執行を監査するにあたり、公認会計士その他の監査に関 

し専門的な知識を有する者の意見を聴くものとする。 
３ 委員会は、年 1回以上、公的研究費等の事務処理状況及び購入した備品等の実査を含む監査を行い、 

監査報告書を最高管理責任者及び学校法人の監事に提出しなければならない。 
４ 前項の監査の結果、問題が発生した場合は、最高管理責任者は、当該者に対して問題を改善するよ 

う指示しなければならない。 
 （基本方針等及びガイドラインの準拠） 
第１６条の２ この規程に定めのない事項については、「九州ルーテル学院大学における公的研究費の  

管理・監査方針」及び「「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン(実施基準)」（文部  
科学大臣決定 平成 19 年 2 月 15 日 平成 26 年 2 月 18 日改正 令和 3 年 2 月 1 日改正）に定めると 
ころにより取り扱うものとする。 

 （公表） 
第１６条の３ 公的研究費等の管理・運営体制については、本学ホームページ等で公表するものとする。 

（改廃） 
第１７条 この規程の改廃は、教授会の議を経て学長が行う。 
 
 

附 則 
この規程は、2022（令和４）年３月２２日から施行する。 

 
 


